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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 3,800,835 4,446,194 4,773,314 8,003,624 9,126,773

経常利益又は経常損失（△）
（千円） 

16,015 468,760 △46,878 413,670 586,098

中間（当期）純利益又は中間
純損失(△)（千円） 

18,344 △1,707,098 △97,503 895,156 △1,305,501

純資産額（千円） 2,179,904 1,350,933 1,654,589 3,059,651 1,752,481

総資産額（千円） 10,315,848 8,213,750 7,750,478 10,048,738 8,035,738

１株当たり純資産額（円） 456.84 283.28 347.14 641.27 367.57

１株当たり中間（当期）純利
益又は１株当たり中間（当
期）純損失(△)（円） 

3.84 △357.88 △20.45 187.59 △273.75

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 21.1 16.4 21.3 30.4 21.8

営業活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

85,584 252,754 26,472 403,310 405,387

投資活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

142 3,907 460 908,586 319,274

財務活動によるキャッシュ・
フロー（千円） 

△82,843 △222,257 △134,859 △1,227,809 △668,001

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 

21,471 137,080 51,410 102,675 159,336

従業員数（人） 24 24 25 24 25



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 3,771,455 4,438,499 4,773,314 7,974,117 9,090,855

経常利益又は経常損失（△）
（千円） 

18,862 471,868 △46,671 428,233 590,462

中間（当期）純利益又は中間
純損失(△)（千円） 

20,930 △1,707,040 △97,437 899,463 △1,305,486

資本金（千円） 1,439,340 1,439,340 1,439,340 1,439,340 1,439,340

発行済株式総数（千株） 4,776 4,776 4,776 4,776 4,776

純資産額（千円） 2,178,040 1,350,847 1,654,527 3,059,507 1,752,353

総資産額（千円） 10,134,840 8,114,508 7,750,463 9,942,988 8,026,612

１株当たり純資産額（円） 456.45 283.26 347.12 641.24 367.54

１株当たり中間（当期）純利
益又は１株当たり中間（当
期）純損失(△)（円） 

4.38 △357.87 △20.44 188.50 △273.75

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり中間（年間）配当
額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 21.5 16.6 21.3 30.8 21.8

従業員数（人） 23 23 25 23 24



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。又、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成17年９月30日現在

部門の名称 従業員数（人）

鋼材部門 19 

管理部門 6 

合計 25 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 25 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

   当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善を背景に、民間設備投資や個人消費が底堅く推移している一方で、原油

高等不透明な要因も多く、景気回復は緩やかに推移いたしました。 

このような情勢のもと、当社グループは、株式会社ＵＦＪ銀行や伊藤忠丸紅テクノスチール株式会社の人的・資金的支援の

下、平成15年５月に発表いたしました新事業計画に基づき、利益の確保に向けた徹底したローコスト経営体制の確立を重点課題

とする経営諸施策に取り組み、業務の効率化と諸経費の節減に努めて参りました。 

しかしながら、取扱商品のＨ形鋼をはじめとする鋼材の販売価格の低迷により、売上総利益が予想以上に低下したため、連

結、個別とも赤字計上となりました。 

 当中間連結会計期間における売上高は4,773百万円（前年同期比7.4％増）となりましたが、損益面では、経常損失46百万円

（前年同期は経常利益468百万円）、中間純損失97百万円（前年同期は中間純損失1,707百万円）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、全体として107百万円の減少（前年同期は34

百万円の増加）の51百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失96百万円の計上、売上債権の増加41百万円、たな卸資産の

減少127百万円等により、26百万円の資金の増加（前年同期に比べ226百万円の減少）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入等により0百万円の資金の増加（前年同期に比べ3百

万円の減少）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長短借入金の返済等により134百万円の資金の減少（前年同期に比べ87百万円の増

加）となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

  

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を品目別に示すと下記のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主要な販売先については、総販売実績に対する販売割合が10％以上の相手先はありません。 

  

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 特記すべき事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  

品目別 金額（千円） 前年同期比（％）

形鋼 3,095,735 111.5 

棒鋼 1,043,772 104.7 

加工製品 362,200 95.3 

鋼板 271,605 95.4 

合計 4,773,314 107.4 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）資本準備金の減少は、定時株主総会の承認をもって欠損填補に充当したものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 19,100,000 

計 19,100,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,776,000 同左
株式会社ジャスダック証
券取引所 

権利内容に何
ら限定のない
当社における
標準となる株
式 

計 4,776,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年６月29日 － 4,776,000 － 1,439,340 △985,950 360,000



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

財団法人横浜記念金沢の文
化創生財団 

石川県金沢市広坂１丁目１－１ 600 12.6 

横浜 健 兵庫県西宮市羽衣町３－25－103 444 9.3 

横浜 正毅 兵庫県西宮市羽衣町３－14 290 6.1 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２丁目４－６ 254 5.3 

伊藤忠丸紅テクノスチール
株式会社 

東京都中央区日本橋室町２丁目４－３ 123 2.6 

横浜鋼業従業員持株会 大阪市西区九条南２丁目24－20 113 2.4 

株式会社ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３丁目21－24 100 2.1 

株式会社藤木工務店 大阪市中央区備後町1－7－10 91 1.9 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 84 1.8 

馬 迎暉 東京都足立区中央本町３丁目４－１ 83 1.7 

計 － 2,182 45.8 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   9,000 －
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,736,000 4,736 同上 

単元未満株式 普通株式  31,000 － 同上 

発行済株式総数 4,776,000 － － 

総株主の議決権 － 4,736 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおける役員の異動は、次のとおりであります。 

  

（１）退任役員 

  

  （２）役職の異動 

  

      平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

横浜鋼業株式会社 
大阪市西区九条南２
丁目24－20 

9,000 － 9,000 0.2

計 － 9,000 － 9,000 0.2

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 347 337 276 269 325 280 

最低（円） 302 250 256 247 240 263 

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務取締役 － 三原 雅博 平成17年11月１日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 － 常務取締役 管理本部長 三原 雅博 平成17年８月10日 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    147,080 61,410  169,336 

２．受取手形及び売掛
金 

※１  1,533,088 1,418,223  1,381,628 

３．商品 ※１  446,845 324,155  451,156 

４．その他    47,336 61,730  56,766 

５．貸倒引当金    △26,592 △69,626  △22,596 

流動資産合計    2,147,758 26.1 1,795,893 23.2  2,036,290 25.3

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産       

１．建物及び構築物 ※１ 2,927,910  2,927,675 2,927,675  

減価償却累計額   1,458,617 1,469,292 1,534,561 1,393,114 1,496,059 1,431,616 

２．機械装置及び運
搬具 

  385,734  341,829 341,829  

減価償却累計額   330,498 55,235 298,172 43,656 293,985 47,843 

３．土地 ※１  4,395,569 4,395,569  4,395,569 

４．その他   60,851  58,671 58,671  

減価償却累計額   29,314 31,536 28,163 30,507 27,292 31,378 

有形固定資産合計    5,951,634 5,862,847  5,906,407 

(2）無形固定資産    － 348  － 

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券    24,456 4,196  5,325 

２．破産債権等    31,991 6,372  1,556 

３．その他    143,481 140,767  141,292 

４．貸倒引当金    △85,570 △59,947  △55,133 

投資その他の資産
合計 

   114,358 91,389  93,041 

固定資産合計    6,065,992 73.9 5,954,584 76.8  5,999,448 74.7

資産合計    8,213,750 100.0 7,750,478 100.0  8,035,738 100.0

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   
      

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

※１  1,904,996 1,809,125  1,815,160 

２．短期借入金 ※１  4,378,400 1,518,000  1,612,000 

３．一年以内に返済予
定の長期借入金 

※１  117,992 381,000  277,992 

４．未払法人税等    6,555 5,070  13,605 

５．賞与引当金    16,465 8,250  16,500 

６．その他    239,079 155,005  184,740 

流動負債合計    6,663,488 81.2 3,876,451 50.0  3,919,997 48.8

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※１  150,474 2,168,000  2,311,478 

２．退職給付引当金    11,855 14,437  14,781 

３．その他    37,000 37,000  37,000 

固定負債合計    199,329 2.4 2,219,437 28.7  2,363,259 29.4

負債合計    6,862,817 83.6 6,095,889 78.7  6,283,257 78.2

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,439,340 17.5 1,439,340 18.5  1,439,340 17.9

Ⅱ 資本剰余金    1,345,950 16.3 360,000 4.6  1,345,950 16.7

Ⅲ 利益剰余金    △1,432,846 △17.4 △142,804 △1.8  △1,031,250 △12.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   △300 △0.0 － －  － －

Ⅴ 自己株式    △1,209 △0.0 △1,946 △0.0  △1,557 △0.0

資本合計    1,350,933 16.4 1,654,589 21.3  1,752,481 21.8

負債及び資本合計    8,213,750 100.0 7,750,478 100.0  8,035,738 100.0

        



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    4,446,194 100.0 4,773,314 100.0  9,126,773 100.0

Ⅱ 売上原価    3,502,110 78.8 4,324,380 90.6  7,602,655 83.3

売上総利益    944,083 21.2 448,934 9.4  1,524,118 16.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

      

１．運賃   136,974  172,251 292,534  

２．倉庫関連物流費用   55,246  54,705 110,878  

３．役員報酬   15,705  17,520 32,445  

４．給料手当   47,988  47,910 108,071  

５．賞与引当金繰入額   16,115  8,250 16,150  

６．退職給付費用   2,813  4,938 9,068  

７．租税公課   25,297  24,218 50,193  

８．減価償却費   61,207  43,616 106,457  

９．その他   51,961 413,308 9.3 64,061 437,471 9.2 99,063 824,861 9.0

営業利益    530,774 11.9 11,462 0.2  699,257 7.7

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   627  525 1,135  

２．受取配当金   168  0 220  

３．受取賃貸料   3,149  3,168 6,272  

４．仕入割引   4,182  5,734 12,997  

５．その他   2,069 10,198 0.2 223 9,651 0.2 4,598 25,223 0.2

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   47,979  50,312 90,476  

２．手形売却損   21,172  14,950 41,427  

３．その他   3,061 72,212 1.6 2,729 67,991 1.4 6,477 138,381 1.5

経常利益又は経常
損失（△） 

   468,760 10.5 △46,878 △1.0  586,098 6.4



  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益       

１．投資有価証券売却
益 

  －  － 537  

２．貸倒引当金戻入益   －  140 1,378  

３．固定資産売却益 ※１ －  － 434  

４．匿名組合出資金償
還益 

  － － － － 140 0.0 297,907 300,257 3.3

Ⅶ 特別損失       

１．減損損失 ※２ 2,172,406  － 2,172,406  

２．貸倒引当金繰入額   2,000  49,815 2,000  

３．固定資産除却損 ※３ 199  － 2,309  

４．投資有価証券売却
損 

  －  － 3,140  

５．取引先和解金   － 2,174,606 48.9 － 49,815 1.0 10,000 2,189,855 24.0

税金等調整前中間
（当期）純損失 

   1,705,846 △38.4 96,553 △2.0  1,303,499 △14.3

法人税、住民税及
び事業税 

   1,252 0.0 950 0.0  2,002 0.0

中間（当期）純損
失 

   1,707,098 △38.4 97,503 △2.0  1,305,501 △14.3

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    1,345,950 1,345,950  1,345,950

Ⅱ 資本剰余金減少高     

   欠損填補のための資
本準備金取崩高 

  － － 985,950 985,950 － －

Ⅲ 資本剰余金中間期末
(期末)残高 

   1,345,950 360,000  1,345,950

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    274,251 △1,031,250  274,251

Ⅱ 利益剰余金増加高     

資本剰余金取崩によ
る増加高 

  － － 985,950 985,950 － －

Ⅲ 利益剰余金減少高     

中間（当期）純損失   1,707,098 1,707,098 97,503 97,503 1,305,501 1,305,501

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

   △1,432,846 △142,804  △1,031,250

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
（当期）純損失 

  1,705,846 96,553 1,303,499 

減価償却費   61,207 43,616 106,457 

減損損失   2,172,406 － 2,172,406 

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  4,055 51,843 △30,376 

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △471 △344 2,454 

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  4,015 △8,250 4,050 

受取利息及び受取配
当金 

  △796 △525 △1,356 

仕入割引   △4,182 △5,734 △12,997 

支払利息   47,979 50,312 90,476 

投資有価証券売却益   － － △537 

投資有価証券売却損   － － 3,140 

匿名組合出資金償還
益 

  － － △297,907 

有形固定資産売却益   － － △434 

有形固定資産除却損   199 － 2,309 

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △108,335 △41,410 73,558 

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △123,581 127,000 △127,892 

仕入債務の減少額   △27,602 △6,034 △117,438 

その他   △19,520 △30,846 △81,714 

小計   299,526 83,072 480,698 

利息及び配当金の受
取額 

  796 525 1,356 

仕入割引の受取額   4,182 5,734 12,997 

利息の支払額   △49,338 △47,379 △87,252 

法人税等の支払額   △2,412 △15,480 △2,412 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  252,754 26,472 405,387 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の取得
による支出 

  △5,540 － △7,954 

有形固定資産の売却
による収入 

  － － 761 

投資有価証券の売却
による収入 

  － 1,200 17,958 

投資事業組合出資金
分配による収入 

  8,547 － 11,371 

匿名組合出資金償還
による収入 

  － － 297,907 

その他   900 △740 △770 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  3,907 460 319,274 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純減少
額 

  △340,440 △94,000 △3,106,840 

長期借入れによる収
入 

  236,000 110,000 2,580,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △116,996 △150,470 △139,992 

自己株式の取得によ
る支出 

  △821 △389 △1,169 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △222,257 △134,859 △668,001 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額 

  34,404 △107,926 56,660 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  102,675 159,336 102,675 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 137,080 51,410 159,336 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は、連結子会社である㈱ハ

マコーコーポレイション１社であ

ります。 

同左 同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法を適用すべき関連会社はあ

りません。 

同左 同左 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日は９月30

日であります。 

同左 連結子会社の決算日は３月31日で

あります。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

  その他有価証券 同左 その他有価証券 

  ・時価のあるもの   ・時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

  …期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  ・時価のないもの   ・時価のないもの 

  …移動平均法による原価

法 

  …移動平均法による原価

法 

  ② 商品 ② 商品 ② 商品 

  …主として移動平均法に

よる原価法 

同左 同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産  有形固定資産  有形固定資産 

  …定率法 同左 同左 

   ただし、堺スチールセン

ターの建物、構築物につい

ては、定額法 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物及び構築物 

６年～50年 

 機械装置  11年～12年 

    



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

   売掛金、貸付金等の債権の

貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支払に充て

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

同左 同左 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、退職給付に係る会計基

準に規定されている簡便法に

基づき、当中間連結会計期間

末における在職従業員の自己

都合要支給額及び年金受給者

の責任準備金（退職給付債

務）より年金資産を控除した

金額を計上しております。 

同左  従業員の退職給付に備える

ため、退職給付に係る会計基

準に規定されている簡便法に

基づき、当連結会計年度末に

おける在職従業員の自己都合

要支給額及び年金受給者の責

任準備金（退職給付債務）よ

り年金資産を控除した金額を

計上しております。 

  (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

  (5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

   税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金からなっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当中間

連結会計期間から同会計基準及び同

適用指針を適用しております。これ

により税金等調整前中間純利益は

2,172,406千円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

  固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する連結会計年

度に係る連結財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当連結

会計年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これによ

り税金前調整前当期純利益は

2,156,126千円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 



表示方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間連結損益計算書） ────── 

前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」に含め

て表示していた「仕入割引」は、営業外収益の合計額の

100分の10を超えることとなったため、区分掲記するこ

とに変更しました。 

なお、前中間連結会計期間における「仕入割引」の金額

は、577千円であります。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

法人事業税における外形標準課税部

分の連結損益計算書上の表示方法 

────── 法人事業税における外形標準課税部

分の連結損益計算書上の表示方法 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間連結会計期間から同実

務対応報告に基づき、法人事業税の

付加価値割及び資本割5,200千円を

販売費及び一般管理費として処理し

ております。 

   実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当連結会計年度から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割及び資本割11,500千円を販売

費及び一般管理費として処理してお

ります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(1）担保提供資産 (1）担保提供資産 (1)担保提供資産 
  

受取手形 224,379千円

商品 300,000 

建物及び構築物 884,297 

土地 4,382,569 

合計 5,791,245千円

  
受取手形 62,095千円

商品 324,155 

建物 834,999 

土地 4,382,569 

合計 5,603,820千円

受取手形 235,101千円

商品 451,156 

建物 860,080 

土地 4,382,569 

合計 5,928,906千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
  

買掛金 1,435,119千円

短期借入金 4,115,559 

１年以内に返済予
定の長期借入金 

116,000 

長期借入金 144,000 

合計 5,810,679千円

  
買掛金 324,155千円

短期借入金 1,411,000 

１年以内に返済予
定の長期借入金 

276,000 

長期借入金 2,168,000 

合計 4,179,155千円

買掛金 451,156千円

短期借入金 1,392,101 

１年以内に返済予
定の長期借入金 

276,000 

長期借入金 2,306,000 

合計 4,425,257千円

  

 ２．受取手形割引高 1,703,291千円
  

 ２．受取手形割引高 2,015,900千円  ２．受取手形割引高 1,651,011千円



（中間連結損益計算書関係） 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．    ――――― １．     ――――― ※１．固定資産売却益は次のとおりでありま

す。 
  

  機械装置及び運搬具 434千円

 合計 434千円

※２．減損損失は次のとおりであります。 

 当社グループは、時価の下落が著し

い本社及び堺スチールセンターの固定

資産並びに損失が確定したオペレーテ

ィング・リース契約等について減損損

失を計上しました。当該固定資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に

計上しました。その内訳は下記のとお

りです。 

 なお、当該固定資産の回収可能価額

は、主として使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを

5.5％で割り引いて算定しておりま

す。 

２．     ――――― ※２．減損損失は次のとおりであります。 

 当社グループは、時価の下落が著し

い本社及び堺スチールセンターの固定

資産並びに損失が確定したオペレーテ

ィング・リース契約等について減損損

失を計上しました。当該固定資産の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に

計上しました。その内訳は下記のとお

りです。 

 なお、当該固定資産の回収可能価額

は、主として使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを

5.5％で割り引いて算定しておりま

す。 
  
減損損失額の内訳  

 本社  

土地 218,769千円

 堺スチールセンター  

建物 215,567 

構築物 178,726 

土地 1,363,517 

オペレーティング・ 

リース契約 
169,400 

その他 26,427 

 合計 2,172,406千円

  
減損損失額の内訳  

 本社  

土地 218,769千円

 堺スチールセンター  

建物 215,567 

構築物 178,726 

土地 1,363,517 

オペレーティング・ 

リース契約 
169,400 

その他 26,427 

 合計 2,172,406千円



（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※３．固定資産除却損は次のとおりでありま

す。 

３．     ――――― ※３．固定資産除却損は次のとおりでありま

す。 
  

  

機械装置及び運搬具 52千円

その他 147 

 合計 199千円

    
建物及び構築物 80千円

機械装置及び運搬具 1,920 

その他 308 

 合計 2,309千円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に記載されている科目の金額

との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係 

  
現金及び預金勘定 147,080千円

預入期間が３ヵ月を超え
る定期預金 

△10,000 

現金及び現金同等物 137,080千円

  
現金及び預金勘定 61,410千円

預入期間が３ヵ月を超え
る定期預金 

△10,000 

現金及び現金同等物 51,410千円

現金及び預金勘定 169,336千円

預入期間が３ヵ月を超え
る定期預金 

△10,000 

現金及び現金同等物 159,336千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

6,000 3,000 3,000

その他 3,390 339 3,051

合計 9,390 3,339 6,051

  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

5,700 760 4,940

その他 6,960 1,612 5,348

合計 12,660 2,372 10,288

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

5,700 190 5,510 

その他 6,960 916 6,044 

合計 12,660 1,106 11,554 

ファイナンス・リース取引に

かかる取得価額相当額の算定

方法は、未経過リース料中間

期末残高の有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、利子込み法によっ

ております。 

同左 ファイナンス・リース取引に

かかる取得価額相当額の算定

方法は、未経過リース料期末

残高の有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いた

め、利子込み法によっており

ます。 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 
  

１年内 1,878千円

１年超 4,173 

合計 6,051千円

  
１年内 2,532千円

１年超 7,756 

合計 10,288千円

１年内 2,532千円

１年超 9,022 

合計 11,554千円

ファイナンス・リース取引に

かかる未経過リース料中間期

末残高相当額の算定方法は、

未経過リース料残高の有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、利子込

み法によっております。 

同左 ファイナンス・リース取引に

かかる未経過リース料期末残

高相当額の算定方法は、未経

過リース料残高の有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、利子込み法によ

っております。 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 
  

支払リース料 1,025千円

減価償却費相当額 1,025千円

  
支払リース料 1,266千円

減価償却費相当額 1,266千円

支払リース料 2,292千円

減価償却費相当額 2,292千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

（貸手側） （貸手側） （貸手側） 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 74,400千円

１年超 31,000 

合計 105,400千円

  
１年内 31,000千円

１年超 － 

合計 31,000千円

１年内 68,200千円

１年超 － 

合計 68,200千円

（借手側） （借手側） （借手側） 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 144,000千円

１年超 96,000 

合計 240,000千円

  
１年内 96,000千円

１年超 － 

合計 96,000千円

１年内 144,000千円

１年超 24,000 

合計 168,000千円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日） 

  

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間（平成17年９月30日） 

  

１．時価評価されていない有価証券の内容 

  

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

  

１．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

  取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 10,960 10,660 △300 

(2）債券 － － － 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 10,960 10,660 △300 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 13,796 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式 4,196 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 4,196 

その他 1,129 

合計 5,325 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間連結会計期間末） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

（当中間連結会計期間末） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

（前連結会計年度末） 

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「鋼材関連事業」の割合がい

ずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「鋼材関連事業」の割合がい

ずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「鋼材関連事業」の割合がい

ずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

  

 当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

   （重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 283円28銭

１株当たり中間純損失 357円88銭

  
１株当たり純資産額 347円14銭

１株当たり中間純損失 20円45銭

１株当たり純資産額 367円57銭

１株当たり当期純損失 273円75銭

１株当たり中間純損失が計上されて

いること及び潜在株式が存在しない

ため、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益の記載は省略しておりま

す。 

潜在株式が存在しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の記

載は省略しております。 

潜在株式が存在しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の記

載は省略しております。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 1,707,098 97,503 1,305,501 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失
（千円） 

1,707,098 97,503 1,305,501 

期中平均株式数（株） 4,769,967 4,766,933 4,768,967 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   146,000  61,222 168,542  

２．受取手形 ※２ 488,620  278,671 374,881  

３．売掛金   1,038,634  1,139,552 1,004,026  

４．たな卸資産 ※２ 445,805  324,155 451,156  

５．その他   24,305  39,142 34,040  

６．貸倒引当金   △20,020  △65,833 △18,663  

流動資産合計    2,123,345 26.2 1,776,912 22.9  2,013,985 25.1

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物 ※２ 888,165  838,647 863,834  

(2）構築物   581,127  554,467 567,781  

(3）土地 ※２ 4,395,569  4,395,569 4,395,569  

(4）その他   86,772  74,164 79,221  

計   5,951,634  5,862,847 5,906,407  

２．無形固定資産   －  348 －  

３．投資その他の資産       

(1）破産債権等   31,991  6,372 1,556  

(2）その他   380,240  452,464 448,330  

(3）貸倒引当金   △372,703  △348,480 △343,666  

計   39,528  110,356 106,220  

固定資産合計    5,991,162 73.8 5,973,551 77.1  6,012,627 74.9

資産合計    8,114,508 100.0 7,750,463 100.0  8,026,612 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   325,985  338,961 338,635  

２．買掛金 ※２ 1,578,423  1,470,163 1,475,610  

３．短期借入金(１年
以内に返済予定の
長期借入金含む) 

※２ 4,405,000  1,899,000 1,888,000  

４．賞与引当金   16,120  8,250 16,500  

５．その他   245,277  160,123 197,730  

流動負債合計    6,570,806 81.0 3,876,499 50.0  3,916,477 48.8

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金 ※２ 144,000  2,168,000 2,306,000  

２．退職給付引当金   11,855  14,437 14,781  

３．その他   37,000  37,000 37,000  

固定負債合計    192,855 2.4 2,219,437 28.7  2,357,781 29.4

負債合計    6,763,661 83.4 6,095,936 78.7  6,274,258 78.2

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,439,340 17.7 1,439,340 18.5  1,439,340 17.9

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   1,345,950  360,000 1,345,950  

資本剰余金合計    1,345,950 16.6 360,000 4.6  1,345,950 16.7

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   52,500  － 52,500  

２．任意積立金   219,000  － 219,000  

３．中間未処理損失又
は当期未処理損失 

  1,704,432  142,865 1,302,878  

利益剰余金合計    △1,432,932 △17.7 △142,865 △1.8  △1,031,378 △12.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   △300 △0.0 － －  － －

Ⅴ 自己株式    △1,209 △0.0 △1,946 △0.0  △1,557 △0.0

資本合計    1,350,847 16.6 1,654,527 21.3  1,752,353 21.8

負債及び資本合計    8,114,508 100.0 7,750,463 100.0  8,026,612 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    4,438,499 100.0 4,773,314 100.0  9,090,855 100.0

Ⅱ 売上原価    3,497,741 78.8 4,324,380 90.6  7,573,543 83.3

売上総利益    940,757 21.2 448,934 9.4  1,517,311 16.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   409,331 9.2 437,277 9.2  816,487 9.0

営業利益    531,426 12.0 11,656 0.2  700,824 7.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  10,061 0.2 9,651 0.2  25,086 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  69,619 1.6 67,979 1.4  135,449 1.5

経常利益又は経常
損失（△） 

   471,868 10.6 △46,671 △1.0  590,462 6.5

Ⅵ 特別利益 ※３  － － － －  300,257 3.3

Ⅶ 特別損失 ※４  2,177,758 49.1 49,815 1.0  2,194,408 24.1

  ※５     

税引前中間(当期)
純損失 

   1,705,890 △38.5 96,487 △2.0  1,303,688 △14.3

法人税、住民税及
び事業税 

   1,150 0.0 950 0.0  1,797 0.0

中間(当期)純損失    1,707,040 △38.5 97,437 △2.0  1,305,486 △14.3

前期繰越利益又は
前期繰越損失
（△） 

   2,607 △45,428  2,607 

中間（当期）未処
理損失 

   1,704,432 142,865  1,302,878 

        



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式 子会社株式 子会社株式 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  …中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

同左 …期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  …移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

…定率法 同左 同左 

   ただし、堺スチールセンタ

ーの建物、構築物について

は、定額法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

 建物、構築物 ６年～50年 

 機械装置   11年～12年 

    

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

  － …定額法 － 

     なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）を採

用しております。 

  

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

  …定額法 同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売掛金、貸付金等の債権の貸

倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支払に充てる

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

同左 同左 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付に係る会計基準に

規定されている簡便法に基づ

き、当中間会計期間末における

在職従業員の自己都合要支給額

及び年金受給者の責任準備金

（退職給付債務）より年金資産

を控除した金額を計上しており

ます。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、退職給付に係る会計基準に

規定されている簡便法に基づ

き、当期末における在職従業員

の自己都合要支給額及び年金受

給者の責任準備金（退職給付債

務）より年金資産を控除した金

額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当中間会計期間

から同会計基準及び同適用指針を適

用しております。これにより税引前

中間純利益は2,172,259千円減少し

ております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

  固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日）が平成

16年３月31日に終了する事業年度に

係る財務諸表から適用できることに

なったことに伴い、当事業年度から

同会計基準及び同適用指針を適用し

ております。これにより税引前当期

純利益は2,155,978千円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（中間損益計算書） ────── 

前中間会計期間まで営業外収益の「その他」に含めて表

示していた「仕入割引」は、営業外収益の合計額の100

分の10を超えることとなったため、区分掲記することに

変更しました。 

なお、前中間会計期間における「仕入割引」の金額は、

577千円であります。 

  



追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法 

────── 法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示方法 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当中間会計期間から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加

価値割及び資本割5,200千円を販売

費及び一般管理費として処理してお

ります。 

   実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日）が公表されたことに

伴い、当事業年度から同実務対応報

告に基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割11,500千円を販売費及

び一般管理費として処理しておりま

す。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,818,430千円 1,860,897千円 1,817,338千円 

※２．担保提供資産及び対応債務 ※２．担保提供資産及び対応債務 ※２．担保提供資産及び対応債務 

(1）担保提供資産 (1）担保提供資産 (1）担保提供資産 
  

受取手形 224,379千円

たな卸資産 300,000 

建物 884,297 

土地 4,382,569 

 合計 5,791,245千円

  
受取手形 62,095千円

たな卸資産 324,155 

建物 834,999 

土地 4,382,569 

 合計 5,603,820千円

受取手形 235,101千円

たな卸資産 451,156 

建物 860,080 

土地 4,382,569 

 合計 5,928,906千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
  

買掛金 1,435,119千円

短期借入金 4,142,159 

（１年以内に返済
予定の長期借入
金含む） 

  

長期借入金 144,000 

子会社の短期借入
金 89,400 

 合計 5,810,679千円

  

  

買掛金 324,155千円

短期借入金 1,687,000 

（１年以内に返済予
定の長期借入金含
む） 

  

長期借入金 2,168,000 

 合計 4,179,155千円
  

買掛金 451,156千円

短期借入金 1,668,101 

（１年以内に返済予
定の長期借入金含
む） 

  

長期借入金 2,306,000 

 合計 4,425,257千円

３．保証債務 ３．    ――――― ３．    ――――― 

子会社㈱ハマコーコーポレイションの金

融機関からの借入金に対する保証 

    

89,400千円   
  
 ４．受取手形割引高 1,703,291千円

  
 ４．受取手形割引高 2,015,900千円  ４．受取手形割引高 1,651,011千円



（中間損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主なもの ※１．営業外収益のうち主なもの ※１．営業外収益のうち主なもの 
  

受取利息 627千円

受取配当金 168千円

受取賃貸料 3,149千円

仕入割引 4,182千円

  
受取利息 525千円

受取配当金 0千円

受取賃貸料 3,168千円

仕入割引 5,734千円

受取利息 1,135千円

受取配当金 220千円

受取賃貸料 6,272千円

仕入割引 12,997千円

※２．営業外費用のうち主なもの ※２．営業外費用のうち主なもの ※２．営業外費用のうち主なもの 
  

支払利息 46,201千円

手形売却損 21,172千円

  
支払利息 50,299千円

手形売却損 14,950千円

支払利息 88,359千円

手形売却損 41,427千円

※３．    ――――― ※３．    ――――― ※３．特別利益のうち主なもの 
  

   
  

   匿名組合出資金償

還益 

 

297,907千円

※４．特別損失のうち主なもの ※４．特別損失の内訳 ※４．特別損失のうち主なもの 
  

減損損失 2,172,259千円

貸倒引当金繰入額 5,300千円

  

  
貸倒引当金繰入額 49,815千円

  
減損損失 2,172,259千円

※５．減損損失は次のとおりであります。 

 当社は、時価の下落が著しい本社

及び堺スチールセンターの固定資産

並びに損失が確定したオペレーティ

ング・リース契約等について減損損

失を計上しました。当該固定資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。その内訳は

下記のとおりです。 

 なお、当該固定資産の回収可能価

額は、主として使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フロー

を5.5％で割り引いて算定しておりま

す。 

※５．    ───── ※５．減損損失は次のとおりであります。 

 当社は、時価の下落が著しい本社

及び堺スチールセンターの固定資産

並びに損失が確定したオペレーティ

ング・リース契約等について減損損

失を計上しました。当該固定資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。その内訳は

下記のとおりです。 

 なお、当該固定資産の回収可能価

額は、主として使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フロー

を5.5％で割り引いて算定しておりま

す。 
  
減損損失額の内訳  

 本社  

土地 218,769千円

 堺スチールセンター   

建物 215,567 

構築物 178,726 

土地 1,363,517 

オペレーティング・ 

リース契約 
169,400 

その他 26,280 

 合計 2,172,259千円

  
減損損失額の内訳  

 本社  

土地 218,769千円

 堺スチールセンター   

建物 215,567 

構築物 178,726 

土地 1,363,517 

オペレーティング・ 

リース契約 
169,400 

その他 26,280 

 合計 2,172,259千円

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 
  

  
有形固定資産 61,162千円

  
有形固定資産 43,559千円

無形固定資産 12千円
  

有形固定資産 106,367千円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・リ

ース取引 

(1）リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び中間期末（期

末）残高相当額 

      
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産 

    

「その
他」 

    

［車両
運搬
具］ 

6,000 3,000 3,000 

［工具
器具及
び備
品］ 

3,390 339 3,051 

合計 9,390 3,339 6,051 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固
定資産 

「その
他」 

［車両
運搬
具］ 

5,700 760 4,940

［工具
器具及
び備
品］ 

6,960 1,612 5,348

合計 12,660 2,372 10,288

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固
定資産 

    

「その
他」 

    

［車両
運搬
具］ 

5,700 190 5,510

［工具
器具及
び備
品］ 

6,960 916 6,044

合計 12,660 1,106 11,554

  ファイナンス・リース取引にかかる

取得価額相当額の算定方法は、未経

過リース料中間期末残高の有形固定

資産中間期末残高等に占める割合が

低いため、利子込み法によっており

ます。 

同左 ファイナンス・リース取引にかかる

取得価額相当額の算定方法は、未経

過リース料期末残高の有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、利子込み法によっております。 

  

  

(2）未経過リース料中

間期末（期末）残

高相当額 

  
１年内 1,878千円

１年超 4,173千円

合計 6,051千円

１年内 2,532千円

１年超 7,756千円

合計 10,288千円

１年内 2,532千円

１年超 9,022千円

合計 11,554千円

  ファイナンス・リース取引にかかる

未経過リース料中間期末残高相当額

の算定方法は、未経過リース料中間

期末残高の有形固定資産中間期末残

高等に占める割合が低いため、利子

込み法によっております。 

同左 ファイナンス・リース取引にかかる

未経過リース料期末残高相当額の算

定方法は、未経過リース料期末残高

の有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、利子込み法によ

っております。 

(3）支払リース料及び

減価償却費相当額 

      

  
支払リース料 

減価償却費相当額 

  
  1,025千円

  1,025千円

  1,266千円

  1,266千円

  2,292千円

  2,292千円

(4）減価償却費相当額

の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．オペレーティング・

リース取引 

（貸手側） 

      

  

  
未経過リース料 

  
１年内 74,400千円

１年超 31,000千円

合計 105,400千円

１年内 31,000千円

１年超 －千円

合計 31,000千円

１年内 68,200千円

１年超 －千円

合計 68,200千円

（借手側）       
  

  
未経過リース料 

  
１年内 144,000千円

１年超 96,000千円

合計 240,000千円

１年内 96,000千円

１年超 －千円

合計 96,000千円

１年内 144,000千円

１年超 24,000千円

合計 168,000千円



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

   （重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 283円26銭

１株当たり中間純損失 357円87銭

  
１株当たり純資産額 347円12銭

１株当たり中間純損失 20円44銭

１株当たり純資産額 367円54銭

１株当たり当期純損失 273円75銭

１株当たり中間純損失が計上されて

いること及び潜在株式が存在しない

ため、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益の記載は省略しておりま

す。 

潜在株式が存在しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の記

載は省略しております。 

潜在株式が存在しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の記

載は省略しております。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 1,707,040 97,437 1,305,486 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失
（千円） 

1,707,040 97,437 1,305,486 

期中平均株式数（株） 4,769,967 4,766,933 4,768,967 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第59期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日近畿財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成16年12月21日 

横浜鋼業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 丹治 茂雄   印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 多田 滋和   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横

浜鋼業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、横浜鋼業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準の適用が認められることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成し

ている。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年12月21日 

横浜鋼業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 丹治 茂雄   印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 多田 滋和   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横

浜鋼業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、横浜鋼業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成16年12月21日 

横浜鋼業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 丹治 茂雄   印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 多田 滋和   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横

浜鋼業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、横浜鋼業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減

損に係る会計基準の適用が認められることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

        

      平成17年12月21日 

横浜鋼業株式会社       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 丹治 茂雄   印 

  
指 定 社 員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 多田 滋和   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている横

浜鋼業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、横浜鋼業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会

社が別途保管しております。 
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